
理事長 斉藤正行

２０２１年３月３１日（水）

自由民主党
医療介護福祉保育職等の人材の円滑な確保を考える

議員連盟第７回総会 ヒアリング資料

『介護分野の人材確保・育成・定着、
働き方に関する課題と取組について』
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介護事業者による横断的（法人・サービス種別）・全国的な組織

介護の産業化の推進・生産性向上の推進を2大テーマとする。

当団体について

法人形態 一般社団法人
法人名 全国介護事業者連盟
設立年月日 2018年6月
本部所在地 東京都千代田区麹町4丁目
代表者 斉藤正行

介護事業者会員数 ： １０６７社 ８９７７事業所 ※令和3年3月現在
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５大政策方針

１．現場視点によるサービス品質向上を目的とした制度改革の推進
２．科学的介護手法の確立と高齢者自立支援の推進
３．業務効率の向上を目指し、制度のシンプル化、介護現場のICT化・ロボット活用の推進
４．介護職の処遇改善・ステータス向上等の人材総合対策の推進
５．将来を見据え、海外・アジアの介護産業化の推進
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一般社団法人全国介護事業者連盟組織体制

理事長：斉藤正行 ㈱日本介護ベンチャーコンサルティンググループ 代表取締役 東京
副理事長：久野義博 ㈱日本ヒューマンサポート 代表取締役 埼玉
副理事長：永井正史 社会福祉法人慶生会 理事長 大阪
副理事長：原口秀樹 ㈱フロンティア 代表取締役 愛知
副理事長：水戸康智 ㈱MOEホールディングス 代表取締役 北海道
理事：池田元気 ㈱元気な介護 代表取締役 北海道
理事：國本正雄 医療法人健康会 理事長 北海道
理事：荒井浩司 ㈱サムエス 代表取締役 群馬
理事：岩﨑英治 ㈱グレートフル 代表取締役 埼玉
理事：山本教雄 メディカル・ケア・サービス㈱ 代表取締役 埼玉
理事：小川義行 イー・ライフ・グループ㈱ 代表取締役 東京
理事：袴田義輝 HITOWAケアサービス㈱ 代表取締役 東京
理事：濱岡邦雅 セントケア・ホールディング㈱ 取締役執行役員 東京
理事：三重野真 日本ホスピスホールディングス㈱ 執行役員 東京
理事：宮本剛宏 ㈱ケアリッツ・アンド・パートナーズ 代表取締役 東京
理事：小林久美子 ㈱ツクイ 取締役 神奈川
理事：高田大輔 社会福祉法人横浜来夢会 理事長 神奈川
理事：田島哲 アサヒサンクリーン㈱ 代表取締役 静岡
理事：林隆春 ㈱アバンセライフサポート ファウンダー 愛知
理事：谷口直人 ㈱日本介護医療センター 会長 大阪
理事：松本真希子 社会福祉法人あかね 理事長 兵庫
理事：森剛士 医療法人社団オーロラ会 理事長 ㈱ポラリス 代表取締役 兵庫
理事：福嶋裕美子 社会福祉法人ドルフィン福祉会 理事長 ㈱ドルフィンエイド 代表取締役 岡山
理事：森永常夫 ㈱ケア・ステーション 取締役 香川
理事・直前理事長：野口哲英 メドックスグループ 代表 東京

※令和３年３月現在 ２
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介護分野の人材確保・育成・定着、働き方に関する現状と課題
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人材確保・育成・定着、働き方に関する課題

・介護従事者の処遇改善、所得改善が必要
・介護職員の地位向上、仕事の魅力発信強化が必要
・介護職員の労働環境の改善、ハラスメント対策が必要
・介護職員のキャリアアップの明確化が必要
・多様な人材（高齢者、短時間労働者、外国人等）確保が必要
・サービス品質向上を目的とした生産性向上が必要

⇒人材総合対策が求められている！！

介護分野における人材不足は周知の事実であり、2025年には約245万人が必
要と予測されていることから、年間6万人程度の人材確保が求められています。
しかしながら、介護職の有効求人倍率は他産業より高い水準にあり、人材確保
が困難な状況が続いています。加えて離職率も他産業より高い水準にあり、課題
が山積しています。とりわけ、入所系施設における夜勤職員の確保や、訪問介
護員の人手不足は顕著な状況です。



介護分野の人材不足状況
～必要人材数・有効求人倍率・離職率～
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7 ６
第178回社会保障審議会介護給付費分科会 資料



8
７第186回社会保障審議会介護給付費分科会 資料



9
８第193回社会保障審議会介護給付費分科会 資料
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介護分野における人材確保の状況と労働市場の動向
～有効求人倍率と失業率の動向～

注）平成23年度の失業率は東日本大震災の影響により、岩手県、宮城県及び福島県において調査の実施が困難な状況となっており、当該3県を除く結果となっている。
【出典】 厚生労働省「職業安定業務統計」、総務省「労働力調査」

（※１）全職業及び介護関係職種の有効求人倍率はパートタイムを含む常用の原数値。
月別の失業率は季節調整値。

（※２）常用とは、雇用契約において、雇用期間の定めがない、又は４か月以上の雇用期間が定められているものをいう。

有効求人倍率（介護関係職種）と失業率
【平成17年～令和２年／暦年別】（倍）

失業率（右目盛）

有効求人倍率
（介護関係職種）
（左目盛）

有効求人倍率（介護関係職種） （原数値）と失業率（季節調整値）
【平成26年3月～令和3年1月／月別】

有効求人倍率
（全職業）
（左目盛）

○ 介護関係職種の有効求人倍率は、依然として高い水準にあり、全職業より高い水準で推移している。
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介護職員の賃金状況
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13
12第178回社会保障審議会介護給付費分科会 資料



14
13第193回社会保障審議会介護給付費分科会 資料



職場環境の課題
介護職の魅力発信への課題
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16 15
厚生労働省 資料



17
16第186回社会保障審議会介護給付費分科会 資料



介護業界の生産性向上への課題
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19
18経済産業省 第3回 サービス産業×生産性研究会 資料



20
19経済産業省 第3回 サービス産業×生産性研究会 資料



介護業界のＩＣＴ化・ＤＸ推進への
課題
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22
21経済産業省 第3回 サービス産業×生産性研究会 資料



当連盟における取組み
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介護分野の人材確保・育成・定着、働き方に関する取組み
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◆介護人材委員会の設置

委員長 松本 真希子 当連盟 理事・社会福祉法人あかね 理事長

副委員長 袴田 義輝 当連盟 理事・HITOWAケアサービス㈱ 代表取締役

委員 斉藤 正行 当連盟 理事長
委員 水戸 康智 当連盟 副理事長・㈱MOEホールディングス 代表取締役
委員 岩﨑 英治 当連盟 理事・㈱グレートフル 代表取締役
委員 國本 正雄 当連盟 理事・医療法人健康会 理事長 ㈱健康会 代表取締役
委員 林 隆春 当連盟 理事・㈱アバンセライフサポート ファウンダー
委員 来栖 宏二 当連盟 参与・アゼリーグループ 代表
委員 穂満 光男 当連盟 参与・一般社団法人まごころ福祉会 代表理事
委員 河合 宏敏 当連盟 北海道支部 幹事・㈱ライフドリーム 代表取締役社長
委員 菅原 真路 当連盟 北海道支部 幹事・㈱ノアコンツェル 経営管理本部長
委員 笠松 慎也 当連盟 関東支部 幹事・㈱ツクイ 執行役員
委員 奥 康佑 当連盟 関西支部 幹事・れんげメディカルグループ 常務取締役
委員 川畑 太介 当連盟 関西支部 幹事・㈱川商 専務取締役
委員 宮本 まや 当連盟 関西支部 幹事・社会福祉法人青野ヶ原福祉会 理事
委員 安部 諒一 株式会社セーフセクション 代表取締役
委員 津崎 徹 株式会社ＨＵＭＡＮ ＬＩＮＫ 代表取締役



介護分野の人材確保・育成・定着、働き方に関する取組み
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・介護人材委員会の論点

①採用、離職防止、イメージ戦略
②教育、キャリア形成、専門性向上
③人事労務管理、働き方改革
④処遇改善
⑤外国人材の活用
⑥人材サービスの利用と費用の在り方
⑦その他

・介護人材委員会の取組み

①意見・提言の作成
②調査の実施
③厚労省等関係部局との意見交換
④研修の実施
⑤その他

【介護人材問題への対応策】

介護人
材問題

処遇改
善

外国人
活用

ICTの活
用

見守り
機器の
活用

文書削
減

働き方
改革



当連盟所属法人における取組み
（ロールモデル事例）
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『訪問介護におけるITを用いた生産性向上事例』【事例】
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78億円（2019年度実績）
110億円（2020年度予定）

26
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サービス提供責任者が記入した提供票(別
紙④)と事務が出力した提供票(別紙⑤)の
読み合わせを実施

■訪問介護の事務作業【一般的な請求フロー】

提供票【別紙①】
FAX

シフト【別紙②】作成後、
ヘルパーに連絡(電話か、
紙を渡す)

サービス提供責任者

サービス実施

記録票【別紙③】記入後、
事業所に記録票持ち帰り

【利用者宅】

ヘルパー訪問

【ケアマネ事業所】

一致 不一致

【訪問介護事業所】

提供票に記入【別紙④】後、
事務に記録票を渡す

事務

記録票のサービス情報を、請求ソフトに入力
し、突合用の提供票【別紙⑤】を出力

提供票(別紙④)をFAX
サービス提供責任者やヘルパーに
確認後、必要に応じて記録票を
書き直し、再度持って来てもらう

27
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■一般的な請求フローにおける課題

シフト、記録票、提供票
の三重記入
【②・③・④】

記録票を請求ソフトに
入力するのが手間
【⑤】

読み合わせに時間がか
かる
【④・⑤】

詳 細

• 予定通りに訪問した場合、シフト＝記録票＝提供票記入となるにもかか
わらず、それぞれ別で作成しているため、三重に記入している

• 東京23区内だと、訪問介護の月次平均売上は約300万円、月の
記録票の枚数が約770枚になる

• 記録を手書きにすることに起因するミスが多く、読み合わせによる確認作業
が必要

• ケアマネがはじめに送ってきた提供票に記入したものを返信するという慣習

課題

シフトを作成できる請求ソフトと、それをヘルパーに連携できるアプリがあれば解決できる

ヘルパーがアプリで記録を入力し、請求ソフトに連動できれば事務による入力作業はなくなる

予め予定が入力されているアプリで、実績が予定と異なるときのみヘルパーが修正することで、

入力ミスを大幅に減らすことが可能。また、ケアマネは自身が送った提供票でなくても業務可能

28



© CareRitz&Partners,Inc. 2019 All Rights Reserved.

■訪問介護の事務作業【IT活用後の請求フロー】

提供票FAX

ソフト上でシフト作成後、
ヘルパーに連絡(アプリ連
携)

サービス提供責任者

サービス実施

アプリ上で記録入力

【利用者宅】

ヘルパー訪問

【ケアマネ事業所】

一致 不一致

【訪問介護事業所】

サービス提供責任者や
ヘルパーに確認後、必
要に応じてシフトを修正

ソフトがシフトデータとアプリ入力の
内容を突合後、請求データとして確
定

事務

※ケアマネも同じ請求ソフトを
活用している場合には、FAX
ではなくデータ連携することで
更なる事務削減になる

請求ソフトから出力した
提供票をFAX

29
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■IT活用によるメリット

各事業所でのサービス
提供責任者の事務負
担軽減

コスト削減

事務員の負担軽減

詳 細

• 予定があるのに実績がない、予定がないのに実績がある、時間やサービ
ス区分が変更されている、等のエラーについては、提供票のチェックをし
なくても把握することができる
• 予定（シフト）と実績（記録票）が一致しないものについて、ソ
フト側でリストアップする仕組み

• 紙の記録票がなくなるため、これまで大量に購入していた記録票を購入す
る必要がなくなる

• 月末の締め作業がなくなることで、ケアリッツでは500万／月の事業所で
サービス提供責任者の事務に関して約50時間／月の事務作業が削減

• 状況によっては事務員の作業軽減によるコスト削減効果も期待できる

• 事務側で行っている、記録票の入力作業、請求ソフトから作成した提
供票と記録票から作成した手書きの提供票の読み合わせ（確認作
業）、の2つの作業が不要となる

• 作業が減った結果、これまでより早くケアマネジャーに対して実績送付を
行うことができる

• 1事業所あたり1人の事務員がいなくても、運営が可能となる

項 目
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■入力アプリの例

実績送信

スマホでスケジュール
の確認や記録票の記
入・提出ができます

シフトと連動している
ので基本情報（名
前や時間）の入力が
不要になります

アプリを起動すると、そ
の日のシフトを確認す
ることができます

スケジュールをタップす
ると、記録票の入力が
スタートします

開始終了時間・サービ
ス区分等は最初から
入力されているので、
楽に作成できます。
（時間変更等の場合
には修正することが可
能です。）

サービス内容をスマホ
上でタップするだけ。
大きめのボタンで使い
やすさを重視しています。

直近で行ったサービス
記録を転記入力するこ
とも可能になります。

経過記録の入力にも
対応しています。
少ない操作で入力を
終えられるように設計さ
れています。

経過記録を入力したら
送信します。

シフト一覧 基本情報 サービス内容 経過記録

経
過
記
録
を
入
力
し
て
送
信

基
本
情
報
を
確
認
し
た
ら
サ
ー
ビ
ス
内
容
を
チ
ェ
ッ
ク

サ
ー
ビ
ス
を
タ
ッ
プ
し
て
基
本
情
報
を
確
認

ア
プ
リ
を
起
動
し
て
シ
フ
ト
を
表
示

スマートフォンを持っているヘルパーであれば、操作に支障をきたさない（ITリテラシーが高くなくても、
特に課題とはならない）
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要望事項について

介
護
産
業
の
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進
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産
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護
事
業
者
の
全
国
組
織
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要望事項（処遇改善）

①介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算の
統合

介
護
産
業
の
推
進
・生
産
性
向
上
に
向
け
た
介
護
事
業
者
の
全
国
組
織

②介護事業者の裁量権の拡大

両加算について、令和2年3月に基本的な考え方の整理、事務処理手順及び様
式事例が提示され、計画書及び実績報告書等が一本化されることとなり、介護
現場の事務作業負担は軽減され感謝申し上げております。それでも両加算の算
定に際しては、まだまだ現場における事務作業量は膨大であり、更なる負担軽減
に向けて、書式の一本化のみならず、両加算制度の統合実現について検討を
お願いいたします。

介護従事者の処遇改善を図ることは業界共通の課題であり、課題解決に向けて
両加算制度の意義は十分に理解しているものの、他方で、従業員の給与規定に
関する事項は企業経営の根幹に係る事柄であり、過分な加算設定及び詳細な
要件は介護事業者の経営の独自性に影響を及ぼします。そのため、両加算制
度の運用において、事業者の裁量権の拡大を前提とした制度設計をお願いい
たします。
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要望事項（生産性向上・ICT機器等の活用）

①ICT機器、介護ロボット等の活用ノウハウ構築支援の拡充

介
護
産
業
の
推
進
・生
産
性
向
上
に
向
け
た
介
護
事
業
者
の
全
国
組
織

②AIケアプラン・AI介護記録に対する支援策の検討

介護現場における生産性の向上、職員の事務負担軽減に向けて、ＡＩ活用に基
づくケアプラン作成機器や介護記録作成機器の導入を推進するための支援策、
補助金等の創設について検討をお願いいたします。

34

中小零細法人が中心の介護業界においては、現場のITスキルが高くないため、
ICT機器等の活用に業界課題があります。そこで、業界トップランナーである法人
への支援を頂き、そこから導き出されたノウハウを全体に横展開することが介護
業界には不可欠であると考えます。そのような中、ＩＣＴ機器等に対する補助金は
多数創設頂いており、とりわけ『地域医療介護総合確保基金』に基づく「ICT支援
事業」では、法人規模に限らない内容であり、かつ研修費用等の補助も行われる
など大変有益な事業であり令和3年度においても予算案が示されているとこであ
り、同様の予算の更なる拡充を検討頂くとともに、この基金の活用においては、都
道府県による取り組みが前提とされており、各都道府県において確実に活用頂け
るようご支援を頂きたいと思います。



要望事項（文書負担軽減）

①ペーパレス化・ワンストップでのオンライン化の更なる促進

介
護
産
業
の
推
進
・生
産
性
向
上
に
向
け
た
介
護
事
業
者
の
全
国
組
織

②自治体独自の過度なローカルルールに対する更なる見直し

令和3年度介護報酬改定において文書の電子化に向けた複数の内容を盛り込
んで頂いたことに感謝申し上げます。一方で今後、介護事業者が最も求めてい
ることはオンライン申請が行える仕組みの実現です。情報管理、セキュリティ対
策に多大な労力とコストが生じることは容易に想像がつきますが、改めて実現に
向けた後押しを頂きたいと思います。また、介護事業者間、とりわけ在宅サービス
におけるケアマネジャーと各事業所間のやり取りについてオンライン化の実現が
可能となれば事業者の生産性は飛躍的に向上することからも、ペーパーレス化・
オンライン化の導入に向けて一層の検討をお願いいたします。

自治体独自の過度なローカルルールの存在が介護事業者への過重な事務作業
負担へと繋がっており、本来の介護業務へ従事する時間を圧迫しています。その
ため、本社に書類対応専門職員を採用している事業者も散見されます。
公費が投入される介護報酬がそのような業務への人件費に流用されている現状
について、これまで以上に強い改善を頂けるようお願いいたします。
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要望事項（人材サービスの利用と費用の在り方）

①紹介手数料及び各種のルールに関する要望

介
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②人材サービス総合サイトに関する要望

職業紹介事業者による紹介手数料が高騰し、介護事業者の収益を大きく圧迫し
ている状況にあります。紹介手数料に対するルールの検討や、紹介手数料に対
する補助金や助成金などの公的な支援金について検討をお願いいたします。ま
た、職業紹介事業者に対する紹介手数料に関する返戻金制度については、努
力義務ではなく、義務化の検討をお願いいたします。更には、紹介手数料に関
する返戻金制度の内容についても一定の取り決めを定めて頂き、これら各種の
義務に対する罰則ルールを強化して頂くことを要望いたします。

現在、優良な職業紹介事業者について情報開示が行われているものの、事業
者にとってより重要な情報は悪質事業者に関する情報であることから、罰則の強
化と合わせてルールを逸脱した運営を行っている事業者を公開する仕組みの検
討をお願いいたします。
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